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参考資料３ 

○仙台市安全安心街づくり条例 

平成一八年三月一七日 

仙台市条例第三号 

安全で安心して暮らせる街の実現は、市民共通の願いであり、街づくりを進めていく上ですべ

ての基礎となるものである。 

私たちの街仙台は、杜の都と呼ばれる緑豊かな自然環境を有しつつ、東北の政治、経済の中心

都市として、めざましい発展を遂げてきた。 

しかしながら、都市化、高度情報化等の進展は、利便性や快適性をもたらす一方で、市民の規

範意識の低下や、連帯意識の希薄化などを招き、地域社会の犯罪抑止力を低下させつつある。 

このような状況を改善し、安全で安心して暮らせる街を実現するためには、自分たちの地域社

会は自分たちで守るという意識の下、市、市民及び事業者が、各々の役割を果たし、かつ、互い

に協力し、軽微な犯罪や迷惑行為が重大な犯罪の発生を誘引する危険性を考慮に入れながら、犯

罪が起こりにくい地域社会をつくっていくことが必要である。 

ここに、私たちは、地域社会全体の力を結集し、安全で安心して暮らせる街仙台の実現に取り

組んでいくことを決意し、この条例を制定する。 

（目的） 

第一条 この条例は、安全安心街づくりに関し、市、市民及び事業者の責務を明らかにするとと

もに、その施策の基本となる事項を定めることにより、市民が安全で安心して暮らすことがで

きる社会の実現に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において「安全安心街づくり」とは、犯罪の防止に関する自主的な活動、犯罪

の防止に配慮した環境の整備その他の犯罪の発生する機会を減らすための取組をいう。 

（市の責務） 

第三条 市は、市民、事業者及び関係行政機関との連携を図りつつ、次に掲げる安全安心街づく

りに関する施策を実施しなければならない。 

一 市民及び事業者に対する安全に関する意識の啓発及び必要な情報の提供 

二 市民及び事業者の安全確保に関する自主的な活動に対する支援 

三 安全な地域社会の実現のための環境の整備 

四 前三号に掲げるもののほか、第一条の目的を達成するために必要な施策 

（市民の責務） 

第四条 市民は、安全安心街づくりについての理解を深め、日常生活における自らの安全の確保

に努めるとともに、互いに協力して地域社会における安全安心街づくりを推進する活動に取り

組み、市が実施する安全安心街づくりに関する施策に協力するよう努めなければならない。 
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（事業者の責務） 

第五条 事業者は、その事業活動を行うに当たって、自ら安全の確保に努めるとともに、地域社

会を構成する一員として、安全安心街づくりに必要な措置を講じ、市が実施する安全安心街づ

くりに関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（相互協力） 

第六条 市、市民及び事業者は、安全安心街づくりを推進するため、相互に協力するよう努めな

ければならない。 

（安全安心街づくり基本計画） 

第七条 市長は、安全安心街づくりに関する施策を総合的に推進するため、仙台市安全安心街づ

くり基本計画（以下「基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 市長は、基本計画を定めるに当たっては、市民及び事業者の意見を反映することができるよ

う必要な措置を講ずるとともに、仙台市安全安心街づくり推進会議の意見を聴かなければなら

ない。 

３ 市長は、基本計画を定めたときは、速やかに公表しなければならない。 

４ 前二項の規定は、基本計画を変更する場合について準用する。 

（安全安心街づくり活動重点推進地区等） 

第八条 市長は、安全安心街づくりを特に重点的に推進することが必要であると認められる地域

を、安全安心街づくり活動重点推進地区として指定することができる。 

２ 市長は、市全域における安全安心街づくりを推進するため、各区において安全安心街づくり

を先導的かつ模範的に推進する地域として、区安全安心街づくり活動推進モデル地区を指定す

ることができる。 

（安全安心街づくり推進会議） 

第九条 安全安心街づくりに関する重要な事項について審議するため、仙台市安全安心街づくり

推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

２ 推進会議は、次に掲げる事項について審議する。 

一 基本計画に関すること 

二 前号に掲げるもののほか、安全安心街づくりに関し必要な事項 

３ 推進会議は、市長が委嘱する委員十五人以内をもって組織する。 

４ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 市長は、専門の事項を審議するため、必要があると認めるときは、推進会議に部会を置くこ

とができる。 

７ 市長は、部会に専門委員を置くことができる。 
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８ 専門委員は、市長が委嘱する。 

９ 専門委員は、当該専門の事項に関する審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

10 前各項に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

（区における推進体制の整備） 

第十条 市長は、各区における安全安心街づくりを効果的に推進するために必要な体制を各区に

整備するものとする。 

（委任） 

第十一条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

 


